
 

 

基 発 05 1 9第 ８ 号 

平成29年５月19日 

 

都道府県労働局長  殿 

 

厚生労働省労働基準局長 

(公印省略)    

 

特定化学物質障害予防規則の規定に基づく厚生労働大臣が定める性能

等の一部を改正する告示の適用等について 

 

特定化学物質障害予防規則の規定に基づく厚生労働大臣が定める性能

等の一部を改正する告示（平成29年厚生労働省告示第186号。以下「改正

告示」という。）が、平成29年４月27日に公示され、平成29年６月１日か

ら適用されることとなった。その趣旨、内容等については、下記のとおり

であるので、関係者への周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏なきを

期されたい。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

本改正は、「平成28年度第２回管理濃度等検討会」における検討結果

を踏まえ、労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令（平成29年政令

第60号。以下「改正政令」という。）により特定化学物質に追加された

三酸化二アンチモンの試料採取方法、分析方法及び管理濃度を定める等

の改正を行ったものである。 

 

第２ 改正の要点 

１ 特定化学物質障害予防規則の規定に基づく厚生労働大臣が定める

性能（昭和50年労働省告示第75号）の一部改正について 

三酸化二アンチモンについて、特定化学物質障害予防規則（昭和47

年労働省令第39号）の規定に基づき作業場に設ける局所排気装置の

フードの外側における濃度（以下「抑制濃度」という。）をアンチモ

ンとして0.1mg/㎥と定めたこと。 

 

２ 作業環境測定士規程（昭和51年労働省告示第16号）の一部改正につ



 

いて 

 作業環境測定法第５条の試験の科目の範囲に三酸化二アンチモン

の分析に関する理論及び方法を、同条の講習の科目の範囲に三酸化二

アンチモンの分析をそれぞれ追加したこと。 

 

３ 作業環境測定基準（昭和51年労働省告示第46号）の一部改正につい

て 

 作業環境測定における三酸化二アンチモンの試料採取方法を「ろ過

捕集方法」と、分析方法を「原子吸光分析方法」と定めたこと。 

 

４ 作業環境評価基準（昭和63年労働省告示第79号）の一部改正につい

て 

 三酸化二アンチモンの管理濃度をアンチモンとして0.1mg/㎥と定

めたこと。 

 

５ 適用期日 

   改正告示は、平成29年６月１日から適用することとしたこと。 

 

第３ 関係通達の一部改正 

１ 平成17年３月31日付け基発第0331017号「屋外作業場等における作

業環境管理に関するガイドラインについて」の一部を次のように改正

する。 

本文を次のように改める。 

６（１）イ（イ)中「１５まで」を「１５の２まで」に改める。 

６（２）イ（イ)中「１５まで」を「１５の２まで」に改める。 

別表第１を別添のとおり改める。 

 

２ 改正通達は、平成29年６月１日から適用する。 



別 添

別表第１ 測定対象物質と管理濃度等

物の種類 管理濃度等

１ 土石、岩石、鉱物、金属又は炭素の粉 次の式により算定される値

じん

この式において、Ｅ及びＱは、それぞれ

次の値を表すものとする。

Ｅ 管理濃度 (単位 mg/m3)

Ｑ 当該粉じんの遊離けい酸含有率 （単

位 パーセント）

２ アクリルアミド ０．１mg/m3

３ アクリロニトリル ２ppm

４ アルキル水銀化合物（アルキル基がメ 水銀として０．０１mg/m3

チル基又はエチル基である物に限る。）

５ アルファ－ナフチルアミン及びその塩 －

６ 石綿 ５μｍ以上の繊維として０．１５本/cm3

７ インジウム化合物 －

８ エチルベンゼン ２０ppm

９ エチレンイミン ０．０５ppm

１０ エチレンオキシド １ppm

１１ 塩化ビニル ２ppm

１２ 塩素 ０．５ppm

１３ オーラミン －

１４ オルト－トリジン及びその塩 －

１５ オルト－トルイジン １ppm

１６ オルト－フタロジニトリル ０．０１mg/m3

１７ 塩素化ビフェニル(別名ＰＣＢ) ０．０１mg/m3

１８ カドミウム及びその化合物 カドミウムとして０．０５mg/m3

１９ クロム酸及びその塩 クロムとして０．０５mg/m3

２０ クロロホルム ３ppm

２１ クロロメチルメチルエーテル －

２２ 五酸化バナジウム バナジウムとして０．０３mg/m3

２３ コバルト及びその無機化合物 コバルトとして０．０２mg/m3

２４ コールタール ベンゼン可溶性成分として０．２mg/m3

２５ 酸化プロピレン ２ppm

２６ 三酸化二アンチモン アンチモンとして０．１mg/m3

２７ ジアニシジン及びその塩 －

２８ シアン化カリウム シアンとして３mg/m3

２９ シアン化水素 ３ppm

３０ 四塩化炭素 ５ppm

３１ １，４－ジオキサン １０ppm

３２ シアン化ナトリウム シアンとして３mg/m3

３３ ジクロルベンジジン及びその塩 －



３４ １，２－ジクロロエタン（別名二塩 １０ppm

化エ

チレン）

３５ ３，３′－ジクロロ－４，４′－ジ ０．００５mg/m3

アミノジフェニルメタン

３６ １，２－ジクロロプロパン １ppm

３７ ジクロロメタン（別名二塩化メチレ ５０ppm

ン

３８ ジメチル－２，２－ジクロロビニル ０．１mg/m3

ホスフェイト（別名 DDVP）
３９ １，１－ジメチルヒドラジン ０．０１ppm

４０ 臭化メチル １ppm

４１ 重クロム酸及びその塩 クロムとして０．０５mg/m3

４２ 水銀及びその無機化合物（硫化水銀 水銀として０．０２５mg/m3

を除く。）

４３ スチレン ２０ppm

４４ １，１，２，２－テトラクロロエタ １ppm

ン（別名四塩化アセチレン）

４５ テトラクロロエチレン（別名パーク ２５ppm

ロルエチレン）

４６ トリクロロエチレン １０ppm

４７ トリレンジイソシアネート ０．００５ppm

４８ ナフタレン １０ppm

４９ ニッケル化合物 (ニッケルカルボニ ニッケルとして０．１mg/m3

ルを除き、粉状の物に限る。)

５０ ニッケルカルボニル ０．００１ppm

５１ ニトログリコール ０．０５ppm

５２ パラ－ジメチルアミノアゾベンゼン －

５３ パラ－ニトロクロルベンゼン ０．６mg/m3

５４ 砒素及びその化合物（アルシン及び 砒素として０．００３mg/m3

砒化ガリウムを除く。）

５５ 弗化水素 ０．５ppm

５６ ベータ－プロピオラクトン ０．５ppm

５７ ベリリウム及びその化合物 ベリリウムとして０．００１mg/m3

５８ ベンゾトリクロリド ０．０５ppm

５９ ベンゼン １ppm

６０ ペンタクロルフェノール（別名ＰＣ ペンタクロルフェノールとして０．５

Ｐ）及びそのナトリウム塩 mg/m3

６１ ホルムアルデヒド ０．１ppm

６２ マゼンタ －

６３ マンガン及びその化合物（塩基性酸 マンガンとして０．２mg/m3

化マンガンを除く。）

６４ メチルイソブチルケトン ２０ppm

６５ 沃化メチル ２ppm

６６ リフラクトリーセラミックファイバ ５μｍ以上の繊維として０．３本/cm3



ー

６７ 硫化水素 １ppm

６８ 硫酸ジメチル ０．１ppm

６９ 鉛及びその化合物 鉛として０．０５mg/m3

７０ アセトン ５００ppm

７１ イソブチルアルコール ５０ppm

７２ イソプロピルアルコール ２００ppm

７３ イソペンチルアルコール（別名イソ １００ppm

アミルアルコール）

７４ エチルエーテル ４００ppm

７５ エチレングリコールモノエチルエー ５ppm

テル（別名セロソルブ）

７６ エチレングリコールモノエチルエー ５ppm

テルアセテート（別名セロソルブアセテー

ト）

７７ エチレングリコールモノ－ノルマル ２５ppm

－ブチルエーテル（別名ブチルセロソルブ）

７８ エチレングリコールモノメチルエー ０．１ppm

テル（別名メチルセロソルブ）

７９ オルト－ジクロルベンゼン ２５ppm

８０ キシレン ５０ppm

８１ クレゾール ５ppm

８２ クロルベンゼン １０ppm

８３ 酢酸イソブチル １５０ppm

８４ 酢酸イソプロピル １００ppm

８５ 酢酸イソペンチル（別名酢酸イソア ５０ppm

ミル）

８６ 酢酸エチル ２００ppm

８７ 酢酸ノルマル－ブチル １５０ppm

８８ 酢酸ノルマル－プロピル ２００ppm

８９ 酢酸ノルマル－ペンチル（別名酢酸 ５０ppm

ノルマル－アミル）

９０ 酢酸メチル ２００ppm

９１ シクロヘキサノール ２５ppm

９２ シクロヘキサノン ２０ppm

９３ １，２－ジクロルエチレン（別名二 １５０ppm

塩化アセチレン）

９４ Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド １０ppm

９５ テトラヒドロフラン ５０ppm

９６ １，１，１－トリクロルエタン ２００ppm

９７ トルエン ２０ppm

９８ 二硫化炭素 １ppm

９９ ノルマルヘキサン ４０ppm

１００ １－ブタノール ２５ppm

１０１ ２－ブタノール １００ppm



１０２ メタノール ２００ppm

１０３ メチルエチルケトン ２００ppm

１０４ メチルシクロヘキサノール ５０ppm

１０５ メチルシクロヘキサノン ５０ppm

１０６ メチル－ノルマル－ブチルケトン ５ppm

１０７ ２－アミノ－４－クロロフェノー －

ル

１０８ アントラセン －

１０９ ２，３－エポキシ－１－プロパノ ２ppm

ール

１１０ 塩化アリル １ppm

１１１ オルト－フェニレンジアミン及び オルト－フェニレンジアミンとして０．１

その塩 mg/m3

１１２ キノリン及びその塩 －

１１３ １－クロロ－２－ニトロベンゼン 構造類似物質の管理濃度

パラ－ニトロクロルベンゼン

０．６ mg/m3

１１４ 酢酸ビニル １０ppm

１１５ １，４－ジクロロ－２－ニトロベ －

ンゼン

１１６ ２，４－ジクロロ－１－ニトロベ 構造類似物質の管理濃度

ンゼン パラ－ニトロクロルベンゼン

０．６mg/m3

１１７ Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド １０ppm

１１８ ノルマル－ブチル－２，３－エポ ３ppm

キシプロピルエーテル

１１９ パラ－ジクロルベンゼン １０ppm

１２０ パラ－ニトロアニソール 構造類似物質の許容濃度

パラ－アニシジン ０．５mg/m3

（日本産業衛生学会、ＡＣＧＩＨ）

ジニトロトルエン（混合物）

０．２mg/m3（ＡＣＧＩＨ)

１２１ ヒドラジン及びその塩並びに一水 ヒドラジンとして０．１３mg/m3

和物

１２２ ビフェニル ０．２ppm

１２３ ２－ブテナール ０．２ppm

１２４ １－ブロモ－３－クロロプロパン 構造類似物質の管理濃度

１，２－ジクロロエタン １０ppm

１２５ １－ブロモブタン －

備考 この表の右欄の値は、温度２５度、１気圧の空気中における濃度を示す。

（注）表に掲げる管理濃度等とは、作業環境評価基準（昭和６３年労働省告示第７９号）

の別表に掲げる管理濃度及び労働安全衛生法第２８条第３項の規定に基づき厚生労

働大臣が定める化学物質による健康障害を防止するための指針に基づき作業環境の

測定の結果を評価するために使用する評価指標をいう。



 

基発 0519第９ 号  

平成29年５月19日 

 

別紙に掲げる関係団体の長  殿 

 

厚生労働省労働基準局長 

(公印省略)    

 

特定化学物質障害予防規則の規定に基づく厚生労働大臣が定める性能

等の一部を改正する告示の適用等について 

 

労働基準行政の運営につきましては、日頃から格別の御協力を賜り、厚

く御礼申し上げます。 

労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）等に基づき、屋内作業場等につ

いて行う作業環境測定及びその結果の評価に基づく作業環境管理につい

ては、労働者の健康確保のための手法として定着し、重要な役割を果たし

ているところです。 

今般、特定化学物質障害予防規則の規定に基づく厚生労働大臣が定める

性能等の一部を改正する告示（平成29年厚生労働省告示第186号。以下「改

正告示」という。）が、平成29年４月27日に公示され、平成29年６月１日

より適用されることとなったところです。 

つきましては、改正告示の趣旨、内容等については下記のとおりですの

で、貴団体におかれましては、貴会会員に対して、周知徹底していただき

ますようお願いいたします。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

本改正は、「平成28年度第２回管理濃度等検討会」における検討結果

を踏まえ、労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令（平成29年政令

第60号。以下「改正政令」という。）により特定化学物質に追加された

三酸化二アンチモンの試料採取方法、分析方法及び管理濃度を定める等

の改正を行ったものである。 

 

第２ 改正の要点 

１ 特定化学物質障害予防規則の規定に基づく厚生労働大臣が定める



性能（昭和50年労働省告示第75号）の一部改正について 

三酸化二アンチモンについて、特定化学物質障害予防規則（昭和47

年労働省令第39号）の規定に基づき作業場に設ける局所排気装置の

フードの外側における濃度（以下「抑制濃度」という。）をアンチモ

ンとして0.1mg/㎥と定めたこと。 

 

２ 作業環境測定士規程（昭和51年労働省告示第16号）の一部改正につ

いて 

 作業環境測定法第５条の試験の科目の範囲に三酸化二アンチモン

の分析に関する理論及び方法を、同条の講習の科目の範囲に三酸化二

アンチモンの分析をそれぞれ追加したこと。 

 

３ 作業環境測定基準（昭和51年労働省告示第46号）の一部改正につい

て 

 作業環境測定における三酸化二アンチモンの試料採取方法を「ろ過

捕集方法」と、分析方法を「原子吸光分析方法」と定めたこと。 

 

４ 作業環境評価基準（昭和63年労働省告示第79号）の一部改正につい

て 

 三酸化二アンチモンの管理濃度をアンチモンとして0.1mg/㎥と定

めたこと。 

 

５ 適用期日 

   改正告示は、平成29年６月１日から適用することとしたこと。 

 

第３ 関係通達の一部改正 

１ 平成17年３月31日付け基発第0331017号「屋外作業場等における作

業環境管理に関するガイドラインについて」の一部を次のように改正

する。 

本文を次のように改める。 

６（１）イ（イ)中「１５まで」を「１５の２まで」に改める。 

６（２）イ（イ)中「１５まで」を「１５の２まで」に改める。 

別表第１を別添のとおり改める。 

 

２ 改正通達は、平成29年６月１日から適用する。 
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